
１．はじめに 
１） 研究の背景と目的 

	 少子高齢化・人口減少が急速に進行し、 地域社会やそ
れを取り巻く環境が変化してきている。そのような背景

の中、地域の課題は多様化かつ複雑化し、行政を中心と

した公的機関が担ってきた「公助」では住民が求めるニ

ーズにきめ細やかに応えていくことが困難になっており、

多様な主体の協働による地域課題の解決、すなわち「共

助」を中心とした社会システムの構築が求められている。 
『共助社会づくり懇談会報告書』文１）では、地域や社会

の課題を解決するためには、個人の多様な価値観や意思

が尊重されながら、新たな「つながり」が構築され、全

員で作り上げていく社会つまり共助社会の実現を目指す

必要があることが指摘されている。 
高度経済成長期に整備した大規模な住宅開発地域や住

宅団地では、特定の世代が同時にかつ大量に入居したた

め、近年、これまで地域を支えてきた自治会や町内会等

の地域自治組織の構成員の高齢化が著しい。若年世代の

地域活動への参加が望まれる一方で、世代間による意識

の差もみられる。既存住民が暮らしている地域の再生計

画は、個々に地域性や条件が異なる為、様々な主体が協

働する仕組みの開発も重要な視点である。本研究では、

主に団地型集合住宅からなる地域において、様々な主体

が協働する地域再生のためのプラットフォームを核にし

た実践について報告し、プラットフォームのあり方を明

らかにすることを目的とする。 
２） 研究の方法と位置付け 

	 京都府八幡市男山地域では、平成 25 年 10 月に八幡
市、独立行政法人都市再生機構（以下、UR 都市機構）、
関西大学の３者が、京都府知事立会いのもと「男山地域

まちづくり連携協定」を締結し、様々な主体の協働によ

る地域再生の実践が展開されている。 
	 筆者は、その協定の枠組みにおける地域コーディネー

ターとして、男山地域の再生に向けた様々な取組に参画

している。本研究は、筆者による参与観察及び協働する

関係者へのヒアリングを通して実施した。 
横浜市洋光台地域での尾上らによる先行研究文２）では、

団地型集合住宅を中心とした地域再生の取組をUR都市

八幡市男山地域における様々な主体が協働する 
地域再生のためのプラットフォームづくりに関する研究 
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機構の主導により、持続的なエリア再生を可能とする仕

組みづくりを目指したエリアマネジメント協議会の設立

支援やプロデューサーの育成・支援等について言及して

いる。また、西東京市と東久留米市にまたがる地域にあ

るひばりヶ丘団地（当時）での加賀田らによる先行研究

文３）では、団地再生事業の一環とした事業パートナー方

式によるエリアマネジメント活動を対象とし、団地再生

事業におけるエリアマネジメントの課題と可能性につい

て言及している。 
本研究は、事業者による団地再生事業が具体化されて

いない団地を対象にしている点や地域再生のプラットフ

ォームづくりに大学や地域コーディネーターといった第

三者的な専門家が継続的に関わり取り組む点で先行研究

とは異なる。 
 
２．八幡市男山地域の概要 
	 男山地域（図.1～3）は、八幡市の西部に位置し、日本
三大八幡宮の一つである石清水八幡宮をいただく男山丘

陵南麓の一体に開発された、京阪本線沿線有数の大規模

な住宅地である。京阪神都市圏には、高度経済成長期に

地方から大量の勤労者世帯が流入し、これらの人々の住

まいの確保が深刻な課題であり、男山地域の八幡土地区

画整理事業は、こうした都市の住宅難の緩和と八幡町（当

時）の発展を目的に計画された。1960年代の計画当時の
町の人口約 2 万人に対し、計画人口約 32,000 人の開発
事業は、人口急増という大きな影響を及ぼした。 
	 UR都市機構が管理する賃貸集合住宅（以下、UR男山
団地）、京都府及び八幡市が管理する賃貸集合住宅、日本

住宅公団（現UR都市機構）及び京都府住宅供給公社が
建設、分譲した分譲集合住宅とその周辺に位置する分譲

宅地を含めた男山地域の人口は、20,995 人（平成 27年
国勢調査）と八幡市全体の人口の約 3 分の 1 を占める。	  
一方、男山地域の人口は平成 12年国勢調査の 25,921人
から約 20％減少するとともに、65 歳以上の高齢者の人
口が地域全体の人口に占める率が平成 12 年国勢調査時
の 10.1％から平成 27年国勢調査時の 30.3％に増加した
ことから、人口減少と高齢化が顕著な地域である。 
	 日本住宅公団（現UR都市機構）は、団地南部から造
成工事に着手した。昭和 44 年に認可を受けた事業計画
によると、施行面積約 185.6ha、計画戸数約 9,000戸、
計画人口は約 32,000人に上った。その後、昭和 47年 3
月には、男山団地の A地区で入居が始まり、昭和 50年
のD地区まで順次に入居が続くとともに、住宅・宅地の

分譲が進み、昭和 52年 4月に完成した。 
	 平成 19年 12月にUR都市機構は「独立行政法人整理
合理化計画」を受け、賃貸住宅ストックの平成 30 年度
までの方向性を定める「UR 賃貸住宅ストック再生・再
編方針」を策定した。この方針において、UR 男山団地
は「団地再生（集約化）」という類型に定められた。男山

地域は、人口急増期の社会要請に応じてきたものの、人

口減少社会を迎え、持続可能な再生が求められている。 

図.1男山団地の位置 

図.2 男山地域の周辺概要 

図.3 男山地域と男山団地の概況 

スーパー

スーパー・
　　　商店街

スーパー

京
阪
電
鉄

淀
川

スーパースーパー
病院

商店街

石清水八幡宮

市役所

ホームセンター

ホーム
センター国

道
一
号

ショッピング
モール

樟葉駅

市

市

八
幡
市

1km0

N

…男山団地

…主な施設

…主なバス停

…主なバス路線
※この他、団地外周部をコミュニティバスが運行されている



３.男山地域再生に向けた取組 

	 平成 19 年に UR 都市機構より公表された再生・再編
方針においてUR男山団地は「団地再生（集約型）」に位
置付けられた。しかし、団地毎の整備方針の策定は、平

成 30年までに設定されており、UR男山団地については
集約化に向けた具体的な方針が提示されていない状況に

あった。一方、八幡市は、男山団地の再生を各施策にお

いて重要課題と位置づけて打開策を模索していた。 
	 平成 23 年に文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成
支援事業（平成 23 年度～平成 27 年度）の採択を受け
「集合住宅団地の“再編”（再生・更新）手法に関する技

術開発研究」文４・５）を行っていた関西大学団地再編プロ

ジェクト（以下、KSDP）は、国内の研究フィールドを
探している 中、KSDPの研究メンバーであり、八幡市
の住生活基本計画の策定に関与する髙田光雄京都大学大

学院教授（当時）からの紹介により八幡市とつながるこ

ととなり、UR 男山団地において実践的な研究活動に取
り組むこととなった。以下に時系列にて、男山地域再生

に向けた取組について述べる。 
①勉強会の開始 

	 平成 24 年 4 月に八幡市まちづくり推進部都市計画課
と KSDPは、京都府総務部自治振興課「まちの仕事人」
の参画を経て、男山団地の再生に係るこれまでの経緯や

今後取り組むべき課題等の共有を目的とした「勉強会」

を月２回の頻度で開催した。勉強会では、短期的な視点

での目標設定は行わず、中・長期的な視点での意見交換

が行われ、市やKSDPの役割分担や再生に向けた方向性
を考える機会となった。 
	 そこで、UR男山団地は UR都市機構の所有・管理で
あり、市は直接的な施策を講じることはできないため、

八幡市とUR都市機構の連携・協力関係の構築が も重

要な課題であることが共有された。 
②戦略会議への展開 

	 平成 25年 4月にKSDPからの要請を受けたUR都市
機構は、団地再生を所掌するストック事業推進部の担当

チームを勉強会に派遣した。それに伴い勉強会の名称は、

「戦略会議」へと変更された。戦略会議では、男山団地

での取組に対して明確な位置付けを与える必要性が共有

され、八幡市、関西大学、UR 都市機構による連携協定
を締結する運びとなった。 
③連携協議会の成立と「男山地域まちづくり連携協定」

の締結 

	 平成 25年 7月、協定締結に向けて戦略会議は、「連携

協議会」へと発展・継承された。 
同年 10月、京都府知事が立会人となり、八幡市、UR
都市機構、関西大学の３者による「男山地域まちづくり

連携協定（以下、連携協定）」が締結された。連携協定で

は、４つの項目について連携・協力事項が定められた注１）。

なお、連携協議会は、連携協定締結後も月に 2回の頻度
で継続して開催されており、連携・協力事項に関わる各

種事業の進捗報告や意見交換が現在も行われている。 
④「だんだんテラス」の開設 

	 平成 25年 11月、連携協定の締結を機に３者は、UR
男山団地中央センター地区の空き店舗を活用した「だん

だんテラス」（写真.1）を開設した。 
	 KSDP が平成 24 年に作成した「男山団地再編提案」
をもとに平成 25年 2月から 8月にかけて実施したワー
クショップやアンケート調査では、住民が「地域に気軽

に集まれる場所」を求めていることが明らかとなった。

KSDPは、中央センター地区（商業地区）の空き店舗を
活用した365日オープンのコミュニティ拠点の開設を関
係主体に提案し、この拠点を男山地域再生の 初の取組

に位置付けた。 
開設当初は、KSDPメンバーの大学院生が地域情報の
収集や住民との関係づくりを行い、平成 26 年４月、住
民（UR団地各地区自治会や商店会の有志）、UR都市機
構職員、府職員、市職員、大学関係者で組織する「だん

だんテラスの会」を立上げた。当会の運営においては、

大学院生が重要な役割を担っている。しがらみのない第

三者としての役割、子どもや高齢者の間をつなぐ役割、

研究者の卵としての役割は、多世代が集うオープンなコ

ミュニティ拠点づくりの根幹を支えている。 

写真.1だんだんテラスでの活動風景 
⑤男山地域再生基本計画の策定 

	 平成 24年 12月、男山地域再生への取組をより具体化



させる必要性を認識した八幡市は、「男山地域再生基本計

画（以下、再生基本計画）」文６）策定への協力をKSDPに
要請した。八幡市とKSDPは、平成 17年 3月に策定さ
れた「男山地域活性化基本構想」及びその上位計画であ

る「京都府住生活基本計画」を点検し、平成 25 年 8 月
の住民ワークショップを経て、平成 26 年 3 月に再生基
本計画を策定した。 
	 再生基本計画では、7 つの基本目標が設定され、その
実現に向けた取組のネットワーク化・連鎖化を誘発する

方法として「玉突きアプローチ」（図.4）が示されている。
地域活性化のまちづくりを進めるためには、単独の事業

なり施策を実行するだけでなく、多面的なアプローチが

求められる。そのため住民や活動がつながる機会の創出

に向けた調整を行う「地域コーディネーター」を配置す

る手法をとり、より大きな効果を生む支援体制の構築が

計画された。 

⑥「まちの公共員」の配置 

	 平成 26年 11月に京都府は、地域に定着し半公半民の
公共的立場を活かして多様な主体との協働関係をつくり、

特定の地域課題に対する解決策の創出と推進をマネジメ

ントする「まちの公共員（以下、公共員）」を男山地域に

配置した。平成 26 年 9 月にだんだんテラスの会は、再
生基本計画においてその必要性が提唱された地域コーデ

ィネーターの具現化のため、京都府に対し公共員の配置

を希望した。同年 10 月、京都府とだんだんテラスの会
は、当該地域における公共員の業務内容の整理を進めた。

そして、大学院生時代にKSDPの準研究員としてだんだ
んテラスの開設に携わった筆者が京都府第 1号となる公
共員として採用された。なお、現在に至るまでに、公共

員は京都府下の４つの地域注２）に配置されている。 

 

４．「男山やってみよう会議」の活動成果 

１）「男山やってみよう会議」の概要 

	 男山地域再生基本計画の策定時に開催した住民ワーク

ショップでは、「賃貸団地、分譲団地、戸建住宅地では問

題が異なるので議論することはできない」という意見が

あった。分譲団地の住民が抱えている管理組合の運営に

かかる問題は、賃貸団地の住民の立場からは身近な問題

として認識しづらい。反対に、賃貸団地の自治会が悩む

自治会員の減少は、分譲団地や戸建住宅地では大きな問

題として顕在化していない。 
一方、まち開き以降、賃貸団地の自治会が中心となっ

て運営してきた「男山地域連絡協議会」という、男山地

域の賃貸・分譲団地及び戸建住宅地の自治会・管理組合

が参加する会議体が存在したが、その会議体は平成21年
に解散することとなった。男山地域の自治会・管理組合

は、平成 7年に発足した全市レベルの「八幡市自治連合
会」にも参加を続けていたが、参加者の高齢化とともに

双方への参加負担の軽減を目的として解散に至った。八

幡市には、旧市街、農村集落、高度経済成長期に開発さ

れた住宅地（男山地域）、平成時代に開発された住宅地（欽

図 4.男山地域再生基本計画の実現に向けた取組のネットワ

ー化・連鎖化を意図した「玉突きアプローチ」のイメージ 
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図.5男山地域再生の取組を支える体制と仕組み 



明台地区）といったように課題の全く異なる地域が混在

することから、全市レベルでの連合会では男山地域に限

定した議論の実施は難しい。つまり、男山地域での連携

のプラットフォームが存在しない状況が続いていた。 
	 公共員は、既存自治組織とは異なる新たな枠組み（図.5）
で、幅広い世代、様々な立場で地域のまちづくりに関わ

りたい人が気軽に参加出来るプラットフォームとして

「男山やってみよう会議（以下、やってみよう会議）」と

いう枠組みを設定した。（表.1）やってみよう会議は、積
極的に外部の力を利用できるよう参加者の居住地につい

ては問われていない。男山地域の再生に向けたテーマ型

のコミュニティ活動の支援を目的とし、「まずやってみる」

すなわち、再生基本計画の「玉突きアプローチ」を体現

したものである。 
表.1男山やってみよう会議の概要と運営体制 

２）「男山やってみよう会議」のプロセス 

	 平成 27年 3月 1日から平成 29年 10月末までのやっ
てみよう会議のプロセスを、①立上期②実践期③発展期

④見直し期の 4期に整理し、各期の特徴について述べる。 
① 立上期 / 平成 27年 3月～6月 

	 だんだんテラスの会は、平成 27 年 2 月にやってみよ
う会議のメンバーを公募し、同年 3月の第 1回までに 38
名の応募が寄せられた。メンバーは、住民（男山地域以

外の住民も含む）、KSDPに所属する大学院生、八幡市若
手職員、UR 都市機構若手職員といった男山地域のまち
づくりに関わる多様な立場の人々で構成されている。公

共員は、「NPO 法人場とつながりラボ home’s vi」に対
し、会議のファシリテーションや会議内容の記録、公共

員との定例会議を通じ、やってみよう会議のしくみの構

築に対して支援を要請した。 
	 第 1回目のやってみよう会議では、会議の趣旨を確認
した上で、メンバー同士が会議をどんな場にしたいかを

話し合い、「やってみよう会議参加の心得 7ケ条（以下、
参加の心得）」を作成した。第 2回目は、メンバー同士の
インタビューを通して他己紹介を行い、会議のルールに

ついて話し会いを深めた。第 3回目は、地域の魅力と課
題の共有をテーマにしたプログラムを実施。「地域のええ

ところ・ほっとけないところ」を航空写真にマッピング

し、メンバー間での対話を図った。当初は「行政に〇〇

をやって欲しい」「UR都市機構が〇〇をやるべきだ」と、
他団体への要望を語るメンバーも見られたが、その度に

自身らで制作した参加の心得を確認することを心懸けた

こともあり、却って「自らがやってみる」という趣旨の

共有を実現することができた。 
	 同年 4月からは、自分が取り組みたい地域課題につい
てメンバー間で共有を図るために「マグネットテーブル」

注３）という手法を用いて対話を重ねた。チーム結成には、

３人以上のメンバーが集まることを条件とし、テーマが

独りよがりにならないよう 低限のルールを設けた。そ

の結果、同年 6月には合計 5つのチームが立ち上がった。 
② 実践期 / 平成 27年 7月～9月 

	 実践期以降は、チームごとの話し合いに時間を割き、

会議の冒頭と終わりに事務局やチームから全体への情報

共有の時間を設けた。各チームは、チームの設立趣旨や

年間のスケジュールを明確にし、実践に向けた話し合い

を行った。実践に移るまでの進度はチームにより様々で

あったが、事務局が介入することは避け、チームの自立

を促すための支援を行うことに徹した。同年 8月には各
チームが地域での実践に移った。メンバーは、自身の想

いと地域とのギャップや、計画通りに進まないことを経

験しながらもその反省を活かし、着実に成果を実感しな

がら次の実践に取り組んだ。 
③ 発展期 / 平成 27年 10月～平成28年 3月 

	 平成 27年 10月に各チームは、自身の実践を発信する
機会として地域の商店連合会が主催する「男山秋祭り」

に参加し、ポスターの掲示やイベントを通じて協力者を

募った。平成 28 年 3 月には、公共員の活動成果を地域
に向けて発信する会として「男山やってみよう祭り」と

題した住民参加型の報告会を開催した。「報告会」を「祭

り」と読み替えることで多くの人に興味をもってもらう

ように工夫し、企画した 6つのブースには延べ 250人を
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超える参加者が集まった。積極的な情報発信の甲斐もあ

り、地域活動に取り組む団体や個人、地域に在住する若

者、他自治体職員等が見学に訪れ、やってみよう会議へ

の協力者のネットワークが広がっていった。 
④見直し期 / 平成 28年 4月～ 

	 2 年目となる平成 28 年 4 月のやってみよう会議は、
昨年度からの継続チームと新規に募集したメンバーでス

タートを切った。第 16 回目は、各チームが立上期と実
践期のプログラムを同時並行で行い、継続チームへの合

流か新規チームの立ち上げかを選択できるように工夫し

た。継続チームは、昨年の実践を振り返り、実践を通し

て見えた成果を組み合わせて今年度の計画づくりを行っ

た。新規チームは、継続チームの 1年間の実践を参考に
して、チームの設立趣旨や年間スケジュールを計画する

ことができたため、1 年目よりもスムーズに実践に取り
かかることができた。平成 28年には合計 11のチームが
立ち上がり、1年目と同様に地域での実践に取り組んだ。 
	 平成 29 年 3 月、「男山やってみよう会議の活動記録」

を発行した。活動記録は、やってみよう会議の過程や実

践を通じて得た参加者の知見、チーム紹介といった内容

が整理されており、2 年間の実践を継承し、地域へ還元
することを目的として製作された。 
	 3年目となる平成 29年度のやってみよう会議は、各チ
ームの実践がより活性化した。同年 8月には、防災チー
ム、緑道チーム、フォークソングチームが協働でイベン

トを企画。チームの強みを組み合わせて実践を発展させ

る動きや個々のチームを横断して協力する機会が増えて

いる。 
 
５．「男山やってみよう会議」の運営 
１）運営主体 

	 やってみよう会議は、だんだんテラスの会が事務局を

務め、運営されている。しかし、メンバーの主体性を育

むことを意図し、各チームのリーダーと事務局による「リ

ーダー会議」を設けている。「リーダー会議」では、各チ

ームの活動状況を共有し、チームが抱える課題や活動に

表.2男山やってみよう会議のチーム一覧 



関わる情報交換を行っている。その他、会議の進め方や

運営のあり方についても協議して改善を行っている。	

２）チームと活動内容 

	 やってみよう会議の４年間にわたる取組の中で形成さ

れたチームと活動のテーマについては、表.2にまとめる。	
３） 活動の成果と課題 

	 ４年間にわたる取組を通して、合計で 15 のチームが

結成された。そのうち初年度から活動を継続しているチ

ームは４チーム、２年目から活動を継続しているチーム

は５チーム、３年目から活動を継続しているチームは 1

チーム、４年目から活動を始めたチームは３チーム、活

動を終了したチームは２チームである。	

	 中でも「だんだんテラス継承・拡充チーム」は、４年

目を迎えより積極的な活動をみせている。初年度は地域

の活動団体へのヒアリング調査を行い、自らが取り組み

たい活動と地域の現状を照らし合わせながら、今後の活

動の方針について議論を深めた。２年目は、他団地の団

地再生事例の視察や地域情報誌でのコラムの掲載等、情

報の収集と発信に取り組んだ。３年目は、だんだんテラ

スの駐在スタッフとしての参加、賃貸団地管理に関する

意見交換会を開催した。継続的な活動を通じてチームの

方針や活動意義を修正しながら着実に成果を残している。	

	 ４年目はＵＲ男山団地Ａ地区自治会から集会所の建替

について相談を受けた。内容は「集会所の建替をＵＲに

要望しているが一向に進展しない。何かいいアイデアが

ないか一緒に考え、働きかけて欲しい」という内容であ

った。４年間の継続した活動の甲斐もあり「地域の将来

を考え協働する」第一歩を踏み出すことができたといえ

る。日常的に集会所を利用する自治会や子育て支援団体、

コーディネート役としてのだんだんテラス継承・拡充チ

ーム、ＵＲ都市機構の四者が「Ａ地区集会所改修・活用

検討部会」を立上げ、集会所の改修や活用の実施に向け

た検討を行うこととなった。	 	

これまで既存の地域自治組織との活動の棲み分けは、参

加者の間でも大いに悩んできた点であったが、実践を通

して互いの役割への理解は進みつつある。本取組は、だ

んだんテラスの会及びやってみよう会議の存在意義を見

出す上で重要である。	

やってみよう会議の課題としては、継続して活動して

いるチームのメンバーとこれからチームを立ち上げて地

域で活動したいという想いをもつ新規メンバーを同じプ

ログラムの中で対応させることが難しい点が挙げられる。

ある時点で継続チームを自立させるように工夫しつつ、

新規メンバーと交流の機会をつくり、活動のノウハウ共

有やチーム間のネットワークを構築して持続可能な仕組

みの構築を目指すことが必要であることがわかった。	

４）ヒアリング 

	 公共員の活動成果に関する調査として、だんだんテラ

スの会の構成員を対象に「公共員の役割について」「自身

や地域の変化」に関してヒアリング調査を行った。（表.3） 

５）「まちの公共員」の特性 

	 ヒアリング調査で得られた各人のコメントより、男山

地域における公共員の特性について考察する。 

①日常性 

	 A氏が「公共員は、365日地域と向き合っていた。」と
話すように、当該地域における公共員は、再生基本計画

で位置付けられた地域コーディネーターとして、他の業

務と兼職し、週５日以上、だんだんテラスに常駐した。

毎月 1回のやってみよう会議とだんだんテラスをつなぐ
役割を公共員が担った。地域に定着することが、関係性

の構築に大きな影響を与えていることが明らかとなった。 
②第三者性 

	 当該地域の取り組みにおいては、行政、UR都市機構、
住民と利害関係のない公共員の立場が有効に機能したと

いえる。当該公共員は、公共員として配置される以前か

表.3「まちの公共員」の活動成果に関するヒアリング結果 



ら研究という形で地域と接点をもっており、地域のこと

をよく知る第三者という存在であった。B氏やC氏のヒ
アリングからは、住民と行政、住民とUR都市機構との
関係では対立してしまいかねない場面でも公共員が間を

とりもつことにより、これまでにない関係性が構築でき

たことが読み取れる。 
③横断性 

	 公共員は、連携協議会とやってみよう会議の２つのプ

ラットフォームに参加し、それぞれの場面で情報をつな

ぐ役割を担っていた。やってみよう会議の中で生まれた

意見やアイデアを拾い、連携協議会において関係主体と

共有することにより、それぞれの役割分担を明確化する

ことができた。要望ではない対話を通じて、１つずつ着

実に実践を重ねるために、関係者間を横断してコミュニ

ケーションの場をつくりだしていたことが読み取れる。 
６）地域コーディネーターの職能 

	 男山地域再生基本計画においては、地域コーディネー

ターの必要性が提唱された。地域再生の取組に際し、地

域コーディネーターは、住戸レベルから地域レベルまで

のハウジングの空間的な視点と企画・設計段階から居住・

管理段階までの時間的な視点をもち、住民のリアルな暮

らしへの眼差しをもつことが重要であると考えた。５-３）
活動の成果と課題で取り上げた事例から見て取れるよう

に、ソフト面の取組とハード面の取組をシームレスに扱

う能力、多様な主体と協働する能力、またそれらを支え

る仕組みや空間を扱う能力もコーディネーターに求めら

れる力である。今後も実践を重ね、地域コーディネータ

ーの職能についての知見を深める必要がある。 
 
６．まとめ 
	 八幡市男山地域における様々な主体が協働する地域再

生のためのプラットフォームの形成に至る経緯、過程か

らみえたプラットフォームのあり方について、以下に要

点をまとめる。 
・ 団地再生事業が具体化されていない団地でのプラッ
トフォームの構築において、大学の研究が行政と事業

者をつなぐ役割を果たした。 
・ 大学が専門性、社会性のある第三者的な立場としてコ
ーディネーターの役割を担った。 
・ 連携協定の締結が取組の実効性をもたらした。 
・ 地域コーディネーターは、具体的な取組を進める段階
で、誰もが参加出来るオープンなプラットフォームの

設置を働きかけ、実現した。 

・ 地域コーディネーターは、日常的に地域に常駐し、住
民とコミュニケーションを図りつつ関係性を構築した。 
・ 地域コーディネーターは、様々な主体間のコミュニケ
ーションを円滑に進める第三者として機能した。 
・ 地域コーディネーターは、連携協議会とやってみよう
会議という２つのプラットフォームを横断し、活動の

調整役を果たした。 
	 様々な主体が協働する地域再生のためのプラットフォ

ームづくりにおいて、第三者的な立場である大学や地域

コーディネーターの存在が利害関係にある主体間のコミ

ュニケーションを円滑に進めることにつながった。また、

地域再生が具体的な取組へと移行する段階において、誰

もが利用出来るオープンな場所（だんだんテラス）と誰

もが参加出来るオープンなプラットフォーム（男山やっ

てみよう会議）の設置が、参加者自らが意思決定を行い、

実行し、運営する仕組みの構築につながった。この仕組

みをもとに、従来の地域自治組織とは異なる、主体性に

基づいた地域運営組織への発展と地域コーディネーター

をはじめとする専門家による地域運営組織への継続的な

支援・関与をどのように担保するかが今後の課題である。 
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